






















































れるごみ 1袋に対する課税といった形で実施される。Fullerton and Kinnaman (1995)や、















いう点である。Repetto et al (1992)は、廃棄物処理の私的費用および社会的費用に基づ
いて推計を行い、ごみ 1袋あたり 1.43ドルから 1.83ドルという推計結果を示している。

























2環境規制、モニタリングに関するサーベイ論文としては、Cohen (1999)や Heyes (2000)が挙げられ













































れ、Dinan (1993)、Dobbs (1991)、Fullerton and Kinnaman (1995)、Palmer and Walls
(1994)、Palmer et al. (1997)、Fullerton and Wu (1998)などの研究で支持されている。デ
ポジット・リファンド制度の利点の 1つは、製品のリサイクル可能性を促進する点であ










みであるとされている。また、Palmer and Walls (1999)では、リサイクル財の収集者に
支払う補助金と、生産された中間財への課税との組み合わせは、デポジット・リファン
ド制度の効率性を保つ一方、行政コストも安くなるとされており、これも利点と考える




























このFullerton and Kinnamanのモデルが基本となっている4。ただ、第 4章および第 5章
3「家電リサイクル法」、「容器包装リサイクル法」、「自動車リサイクル法」といった法制度に関しては、
各章（第 2章、第 4章、第 5章）の第 1節で説明を加える。
4Eichner and Pethig (2001)では、廃棄物発生の抑制やリサイクルに関するモデル分析として、以下の 3つ
の流れを紹介している。1つめは、Smith (1972)、Lusky (1976)からHigh¯ll and McAsey (1997)、Huhtala
(1997)に代表される動学モデルである。2つめは、Holterman (1976)、Miedema (1983)からMorris and
Holthausen (1994)、Sigman (1995)、Palmer et al. (1997)、Palmer and Walls (1997)に代表される静学的
な部分均衡モデルである。そして、3つめが、Kohn (1995)、Fullerton and Kinnaman (1995)、 Fullerton





































財の供給量： Sx 財の需要量： Dx
廃棄物の
不法投棄量： SD wx -
リサイクル業者
財市場： xp























































2主体（家計、企業） 第 2章（第 3章）
3主体（家計、リサイクル業者、企業） 第 4章 第 5章
6貿易と環境に関する初期の研究では、古典的な貿易理論の完全競争モデルが使用されている。例えば、
Asako (1979)、Baumol (1971)、Copeland (1994)、Krutilla (1991)、McGuire (1982)、Merri¯eld (1988)、
Neary (2000)、Pethig (1976)、Rauscher (1994)などが先行研究として挙げられる。サーベイ論文として






































財の供給量： Sx 財の需要量： Dx
















































かという 2 つの選択肢を持つものとする。家計廃棄物 xD単位のうち、合法処理される量
はw 、残りの xD ¡wは不法投棄される量とする9。家計によって合法処理された廃棄物
8第 2章および第 3章のモデル分析は、Onoda, M. (2012), On Second-best Policing E®ort against the
Illegal Disposal of Recyclable Waste, Environmental Economics and Policy Studies, 14, 171{188に基づ
くものである。













































































棄が発覚して摘発される確率（以下では、「摘発確率」と表記）を¼（ただし、0 · ¼ · 1）、














11本モデルでは、w · xD を仮定するが、これは消費した財の量以上の廃棄物を出さない、ということで
ある。すなわち、ボランティア精神で、隣近所のごみを拾うような家計は、考慮していない。
























U (xD; z) = µxD ¡ 1
2
(xD)
2 + z; (4)


















2 < 0が成立すると仮定すると、0 < xD < µ
という条件を設定する必要がある15。一方、(5)式は家計の所得制約を表した式であり、I
（ただし、I > 0）は家計の所得、p（ただし、p > 0）は財 xD1単位あたりの価格である。
また、z（ただし、z > 0）は廃棄物を生じさせない合成財の消費量であり、価格は 1に基
13 @
2CH(xD;w)





15(4)式より、@U(xD;z)@xD = µ ¡ xD > 0;
@2U(xD;z)
@(xD)
2 = ¡1 (< 0)となる。また、xD > 0より、0 < xD < µ
という条件を導出することができる。
16
準化する。家計は、所得 Iを、財の購入額 pxD + zと、(1)式で表される家計による廃棄
物の処理費用CH(xD; w¤)に充てる。











I ¡ pxD ¡ ¯´
2 (¯ + ´)
(xD)










= µ ¡ xD ¡ p¡ ¯´
¯ + ´




pD (xD) = ¡
µ






























費用 pvv + prrと、残余廃棄物を埋立処理することによって得られる収入、すなわち、マ





























































= pv ¡ ° ´
¯ + ´
¿v¿¡1r½ = 0; (14)
@CP (v; r)
@r
= (pr + °)¡ ° ´
¯ + ´
½v¿r½¡1 = 0: (15)









18ただし、w¤ > r、すなわち ´¯+´v




企業による残余廃棄物量 (w¤ ¡ r)が内点解を持つことをも意味している。
19 @2CP
@v2 = ¡° ´¯+´ ¿ (¿ ¡ 1) v¿¡2r½ > 0; @
2CP












¯¯¯¯¡° ´¯+´ ¿ (¿ ¡ 1) v¿¡2r½ ¡° ´¯+´ ¿½v¿¡1r½¡1




























さらに、 (16)(17)式および (13)式を用い、企業の費用関数CP を財 xSの関数として
書き換えると、(18)式のように表すことができる。












































































































































































































































































家計廃棄物の不法投棄量 (x¤ ¡ w¤)の減少 ○
リサイクル量 r¤の増加 £
バージン資源量 v¤の減少 ○




R (x) = pD (x) ¢ x: (補 1-1)





¢ x + pD (x) ¢ 1
= ¡
µ













































































































I ¡ pxD ¡ ®w ¡ ¯
2




+ [p(v¿r½)¡ fpvv + prr ¡ °(w ¡ r)g]
+
h
f®w + ¼Á (xD ¡ w)g ¡
n









法投棄に対する期待罰金収入 ¼Á (xD ¡ w)との合計）と、政府の費用（企業に支払う埋















ここで、財 xDに対する家計の支払い額 pxDは、企業の収入 p(v¿r½)と相殺される。同
様に、合法処理廃棄物の収集料金、および不法投棄に対する期待罰金に関しても、家計
と政府との間で相殺される。収集料金も罰金も、家計にとっての費用である一方、政府
にとっての収入となるからである。また、企業が政府から受け取る埋立補助金 °(w ¡ r)
に関しても、企業と政府との間で相殺される。さらに、企業の費用を表す第 2章の (18)
式を適用することにより、pvv + prrをCP (xS) + °(w ¡ r)と書き直すことができる。以
上を踏まえ、(30)式を書き換えると、以下のようになる。













¡ ©CP (xS) + °(w ¡ r)ª¡ ¹
2
































































































(¼Á¡ ±d) ¢ dx
¤
d¼
+ f(®¡ ¼Á) + (±d ¡ ±l ¡ °)g ¢ dw
¤
d¼
















¼¤ = ¼¤(±d; ±l; :::): (35)
ここで、陰関数の定理を適用すると、以下のような命題を得ることができる26。
命題 4. 家計による不法投棄廃棄物 1単位あたりの環境被害費用が上昇した場合、政
府は、不法投棄に対する最適摘発確率を上げるべきである。
25(34)式の計算の詳細については、数学付録 3を参照。


























命題 5. 企業による残余廃棄物 1単位あたりの環境被害費用が上昇した場合、政府は、
不法投棄に対する最適摘発確率を下げるべきである。























































家計によってもたらされる不法投棄廃棄物である (xD ¡ w)は、企業のもとに運ばれ
てリサイクルされることはなく、不法投棄という環境問題を引き起こす。残余廃棄物であ
る (w ¡ r)もまた、家計の合法処理廃棄物として企業のもとに運ばれてきたにもかかわら
ず、結局はリサイクル資源として生まれ変わることもなく、残余廃棄物として埋立処理



















































































































































り pxの価格で xD単位需要し、その結果発生する廃棄物も xD単位であるとする。また、
家計は、合法処理か不法投棄かという 2つの選択肢を持ち、合法処理されて廃棄物市場
へ供給される量はwS、残りの xD ¡wSは不法投棄される量とする。新たに導入するパラ

















U (xD; z) = µxD ¡ 1
2
(xD)






wS = (px + t













せる財 xDに対する支払い額 (px + tx)xD、第 2項の zは、廃棄物を生じさせない財 z（価










かわる費用であり、第 4項の ¼H (xD ¡ wS)は不法投棄にかかわる費用を表している。














wS ¡ (px + tx)xD ¡ ¯
2
(wS)














¢¡ ¯wS + ¼H = 0: (42)
(41)(42)式を、財の需要量 xDと廃棄物の供給量wSについて解くと、均衡における財
の需要量 x¤D、均衡における廃棄物の供給量w¤Sは、それぞれ以下のようになる。












rS = f(wD) = (wD)
" : (45)






























廃棄物 1単位あたりの運搬費用を Ã（ただし、pw + Ã > 0）と設定する。
以上を踏まえた上で、リサイクル業者の行動を考えると、リサイクル業者の利潤は、






¦R (wD) = pr ¢ f(wD)¡ (pwwD + ÃwD) ; (46)










































xS = f (v; rD) = v
¿ (rD)
½ : (50)
ここで、 ¿ はバージン資源を用いて生産した場合の生産性パラメータ、 ½はリサイク
ル資源を用いて生産した場合の生産性パラメータを示している（ただし、規模に関して
収穫逓減であるとし、0 < ¿ < 1; 0 < ½ < 1; 0 < ¿ + ½ < 1と仮定）。そして企業は、生
産した財を財市場に供給し、1単位あたり pxの価格で家計に購入され、その売り上げが
企業の収入となる。
以上より、企業の最適化行動は、財の生産から得られる収入 px ¢ f (v; rD)から、バー




¦P (v; rD) = px ¢ f (v; rD)¡ (pvv + prrD) ; (51)



















¿ (¿ ¡ 1) pv¿¡2 (rD)½ ¿½pv¿¡1 (rD)½¡1
¿½pv¿¡1 (rD)
½¡1
½ (½¡ 1) pv¿ (rD)½¡2
¯¯¯¯





























































仮定しているので、財市場の均衡式はHx¤D =Mx¤S、廃棄物市場の均衡式はNw¤D = Hw¤S






























F 1 (p¤x; p
¤
r) ´ H ¢
£
µ ¡ p¤x ¡ tx ¡ ¼H







F 2 (p¤w; p
¤














































































































イクル資源の需要量 rDの増加（政策目標 2）の 2つである。また、この 2つの目標を達
成するために、政府が家計に対して行う政策としては、財 xDの購入に対する課税 tx（政
39ヤコビアン J の計算の詳細については、数学付録 4-2を参照。
41
策手段 1）と、家計廃棄物wSの合法処理に対する補助金 sH（政策手段 2）の 2つを考え
る40。






































































































































【表 3】命題 6および命題 7のまとめ
（家計への政策手段 1） （家計への政策手段 2）
家計廃棄物の合法処理wSに
財 xDの購入に対する 対する補助金 sHの引き上げ
課税 txの引き上げ 財 xDに関する需要の価格弾力性
弾力的 非弾力的
（弾力性> 1） （弾力性< 1）
（政策目標 1）









































































































る。実際、2009年 3月末のデータによると、自動車リサイクル法施行前の 2004年 9月に


































の状態）は 55～65% とされている。第 5章では、こういった有用部品や廃車ガラの残余も、リサイクル残
余物と考える。
45補助金と課税との組み合わせ政策に関する先行研究としては、Palmer et al. (1997)などがある。また、


































第 4章では、家計の効用最大化行動から (43)式と (44)式が、リサイクル業者の利潤最















46第 4章第 2節で導出された均衡量に関する 6本の式は、以下のとおりである。

































































ここで、使用済み財に対する補助金 sdと、リサイクル資源に対する課税 trという 2
つの政策手段を考え、使用済み財の市場価格を pdw、リサイクル資源の市場価格を prrとす
ると、それぞれ、以下のように表すことができる。
pdw = pw ¡ sd: )) pw = pdw + sd: (73)
prr = pr + t
r: )) pr = prr ¡ tr: (74)
(73)(74)式を、(71)式および (72)式に適用すると、以下のように書き換えることがで
きる。





































































































































































クル資源の購入費用 (prr ¡ tr)をKrとおく。
5.4.1 均衡における中古品輸出量EX¤の増加（目標 1）の比較
まず、均衡における中古品輸出量EX¤の増加（政策目標 1）について、使用済み財へ









































































































（政策手段 1） 使用済み財 （政策手段 2） リサイクル
への補助金 sdの引き上げ 資源への課税 trの引き上げ
（政策目標 1） Kw· Krならば、 常に、
中古品輸出量EX¤の増加 ◎ ○
（政策目標 2）リサイクル Kw¸ Krならば、 常に、
残余物の輸出量RW¤の減少 ○ ◎



































































(Kw ¡Kr) > 0 (83)
















































(Kw ¡Kr) < 0
(84)
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U (xD; z) = µxD ¡ 1
2
(xD)
2 + z; (A1.1)
s:t: I = pxD + z + ®w +
¯
2
w2 + ¼Á (xD ¡ w) + ´
2










I ¡ pxD ¡ ®w ¡ ¯
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= µ ¡ xD ¡ p¡ ¼Á¡ ´ (xD ¡ w) = 0; (A1.4)
@U
@w
= ¡®¡ ¯w + ¼Á+ ´ (xD ¡ w) = 0: (A1.5)
54 @2U
@(xD)













¯¯¯¯¡ (1 + ´) ´
´ ¡ (¯ + ´)
¯¯¯¯









¦ = p ¢ xS + ° (w¤ ¡ r)¡ (pvv + prr) ; (A1.6)






















¿r½¡1 ¡ (pr + °) = 0: (A1.10)
財市場の均衡
また、財市場の均衡式は、(A1.11)式のように表すことができる。
xD = xS: (A1.11)
55 @2¦
@v2 = ¿ (¿ ¡ 1) pxv¿¡2r½ < 0; @
2¦













¿ (¿ ¡ 1) pxv¿¡2r½ ¿½pxv¿¡1r½¡1
¿½pxv





¢2 ¢ [(¿ ¡ 1) (½¡ 1)¡ ¿½] = (1¡ ¿ ¡ ½) ¿½px ¡v¿¡1r½¡1¢2 > 0:






) xD ¡ v¿r½ = 0: (A1.12)
比較静学分析
家計の効用最大化から得られた 1階の条件（(A1.4)式 (A1.5)式）の 2本と、企業の利
潤最大化から得られた 1階の条件（(A1.9)式 (A1.10)式）の 2本、および、財市場の均衡
式（(A1.12)式）の合計 5本の式を用いて、比較静学分析を行う。
上記の 5本の式を満たす xD; w; v; r; pを、それぞれ、x¤D; w¤; v¤; r¤; p¤ として書
き換えると、(A1.4)(A1.5)(A1.9)(A1.10)(A1.12)式は、以下のようになる。
F 1 (x¤D; w
¤; p¤) ´ µ ¡ x¤D ¡ p¤ ¡ ¼Á¡ ´ (x¤D ¡ w¤) = 0; (A1.4')
F 2 (x¤D; w
¤) ´ ¡®¡ ¯w¤ + ¼Á+ ´ (x¤D ¡ w¤) = 0; (A1.5')
F 3 (v¤; r¤; p¤) ´ ¿p¤ (v¤)¿¡1 (r¤)½¡1 ¡ pv = 0; (A1.9')
F 4 (v¤; r¤; p¤) ´ ½p¤ (v¤)¿ (r¤)½¡1 ¡ (pr + °) = 0; (A1.10')
F 5 (x¤D; v






















































































この付録では、第 2章第 3節の (23)～(26)式に関し、計算の詳細を示す。
(23) : dx
¤
d¼ < 0: ただし、x¤ (= x¤D= x¤S) とする。
政府による不法投棄の摘発確率¼が上昇し、不法投棄に対する取り締まりが強化される
と、均衡における財の量x¤は減少する。

































































¡2 < 0: (A2.3)






































































































































【証明】 (A2.3)式および (A2.5)式（あるいは、第 2章の (23)式および (25)式）を用
いると以下のようになり、(26)式を求めることができる。

















この付録では、第 3章第 2節の命題 4および命題 5に関し、計算の詳細を示す。























































= fµ ¡ x¤D ¡ ´ (x¤D ¡ w¤)g ¡ ±d ¡MCP (x¤S)
= ¼Á¡ ±d: (A3.2)
* µ ¡ x¤D ¡ ´ (x¤D ¡ w¤) = p¤ + ¼Á: (A3.3)




= f¡¯w¤ + ´ (x¤D ¡ w¤)g+ (±d ¡ ±l ¡ °)
= (®¡ ¼Á) + (±d ¡ ±l ¡ °) : (A3.5)
56(A3.3)式は、第 2章の (2)式および (8)式から得られる、家計の最適化行動における 1階の条件であ
る。同様に、(A3.4)式は、 第 2章の (20)式から得られる、企業の最適化行動における 1階の条件を表し
ている。したがって、(A3.3)式と (A3.4)式 2つの 1階の条件を、社会的厚生の最大化問題と組み合わせる
ことにより、(A3.2)式を得ることができる。
57(A3.6)式は、第 2章の (2)式から得られる、家計の最適化行動における 1階の条件である。この (A3.6)
式を、社会的厚生の最大化問題と組み合わせることにより、(A3.5)式を得ることができる。
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= ±l + °: (A3.7)




(¼Á¡ ±d) ¢ dx
¤
d¼
+ f(®¡ ¼Á) + (±d ¡ ±l ¡ °)g ¢ dw
¤
d¼






































































































































Á¡ ¹ < 0: (A3.16)
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数学付録 4-1：(56)式および (57)式の計算
この付録では、第 4章第 2節の (56)式および (57)式に関し、計算の詳細を示す。











½¡1 ¡ pr = 0: (A4.2)
また、(50)式で表された財の生産関数は、以下のように、コブ＝ダグラス型を仮定し
ていた。
xS = f (v; rD) = v
¿ (rD)
½ : (A4.3)




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(* 0 < ¿ < 1; 0 < ½ < 1; 0 < ¿ + ½ < 1:)






















































































































































= ¡M r¤Dpxpr < 0:
81











































































































































































































































































































































R 0 if px R

































(µ ¡ px ¡ tx ¡ ¼H) R 1
if px R













































































= ::: = ¡ 1
pr
³

































D = H ¢
¡










































































































この付録では、第 5章第 3節の (77)～(80)式に関し、計算の詳細を示す。
まず、第 5章第 2節の (75)式、および (76)式より、均衡における中古品輸出量EX¤、
および均衡におけるリサイクル残余物の輸出量RW¤は、それぞれ以下のように導出さ
れた。




































































































































































































































































































この付録では、第 5章第 4節の (81)式、および (82)式に関し、計算の詳細を示す。

















































































(Kw ¡Kr) : (B5.1)






























if Kw · Kr: (B5.2)
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(Kw ¡Kr) : (B5.3)
0BB@









































if Kw ¸ Kr: (B5.4)
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数学付録 5-3：命題8および命題9の計算
この付録では、第 5章第 5節の命題 8、および命題 9に関し、計算の詳細を示す。
まず、命題 8に関し、(83)式の導出過程を示す。















































































(Kw ¡Kr) : (C5.1)

























> 0 if Kw · Kr: (C5.2)
89
次に、命題 9に関し、(84)式の導出過程を示す。
































































































(Kw ¡Kr) : (C5.3)
0BB@





































< 0 if Kw ¸ Kr: (C5.4)
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